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教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業のニーズ量の推計について 

 

 

１ 趣旨 

子ども・子育て支援新制度においては、実施主体である市が幼児期の学校教育・保育、

地域子ども・子育て支援事業についての市民の現在の利用状況と利用希望を踏まえて計

画を作成することとされており、本市におけるそれぞれのニーズ量について、先に実施

した子ども・子育て支援に関する市民意向調査の結果に基づき推計したものです。 

今後、今回推計したニーズ量に対応した教育・保育、地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の確保策について検討していくことが必要となります。 

 

２ 推計の方法 

子ども・子育て支援に関する市民意向調査の結果から、各種施設や事業の利用意向率

や利用意向頻度を算出し、推計人口に掛けて得られる数値をニーズ量として算出してい

ます。 

なお、ニーズ量の推計にあたっては、母親の今後の就労意向を加味した、潜在ニーズ

も含めて算出しています。 

 

３ 推計結果 

  別紙１・２のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料２０ 
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別紙１ 

幼児期の学校教育・保育のニーズ量 

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳
幼児期の学校教育
の利用希望が強い

※
左記以外

対応する施設・事業
幼稚園

認定こども園
認定こども園

保育所
認定こども園

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学校教育
の利用希望が強い

左記以外

3,208 685 2,625 551 2,081

48.0% 10.2% 39.2% 26.9% 48.6%

3,208

48.0%

推計人口 2,047 4,279

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学校教育
の利用希望が強い

左記以外

3,140 670 2,569 537 2,043

48.0% 10.2% 39.2% 26.9% 48.6%
3,140
48.0%

推計人口 1,994 4,202

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学校教育
の利用希望が強い

左記以外

3,073 656 2,515 523 2,007

48.0% 10.2% 39.2% 26.9% 48.6%
3,073
48.0%

推計人口 1,942 4,126

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学校教育
の利用希望が強い

左記以外

3,027 646 2,477 512 1,983

48.0% 10.2% 39.2% 26.9% 48.6%
3,027
48.0%

推計人口 1,904 4,079

１号認定
（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学校教育
の利用希望が強い

左記以外

2,982 637 2,440 502 1,961
48.0% 10.2% 39.2% 26.9% 48.6%
2,982
48.0%

推計人口 1,866 4,032

3～5歳

２号認定
（保育必要）

3～5歳保育の必要性の
認定区分など

２号認定
（保育必要）

３号認定
（保育必要）

量の見込み

上段：人数
下段：推計人口に対する割合

量の見込み

上段：人数
下段：推計人口に対する割合

保育所・認定こども園
地域型保育事業

※幼稚園が認定こども園に移行することにより利用ニーズに応えていくことが基本とされる（国の手引きより）。

平成２９年度

3～5歳

3～5歳

平成３０年度

平成２７年度

平成２８年度

3～5歳

平成３１年度

6,313

6,548

量の見込み

上段：人数
下段：推計人口に対する割合

3,240

2,495

6,408

49.5% -

３号認定
（保育必要）

２号認定
（保育必要）

２号認定
（保育必要）

2,580
49.5% -

2,530

３号認定
（保育必要）

3,171

２号認定
（保育必要）

３号認定
（保育必要）

量の見込み

上段：人数
下段：推計人口に対する割合

3,077 2,463
49.5% -

6,219

３号認定
（保育必要）

3～5歳

3,124

49.5% -

49.5% -

2,632

6,690

２号認定
（保育必要）

３号認定
（保育必要）

量の見込み

上段：人数
下段：推計人口に対する割合

3,310
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～現状との比較（参考）～ 
 

（国の基本指針により教育・保育施設等の整備時期の目途とされる平成２９年度のニーズ量と比較） 

 

①既存施設の定員数等

0歳 1～2歳

認可保育所
（H25.4.1運用定員数）

2,655 349 1,412

幼稚園
（H25.5.1幼稚園利用の市民数）

3,898
園則定員は
4,315人

家庭的保育事業
（H25.4.1定員数）

5 10
1学年5人で
振分

認証保育所
（H25.4.1定員数）

101 97 308

保育室
（H25.4.1定員数）

11 24
1学年11～12
人で振分

合計 3,898 0 2,756 462 1,754

②推計したニーズ量
１号認定

（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学
校教育の利
用希望が強
い

左記以外

ニーズ量（人） 3,073 656 2,515 523 2,007

① - ②
１号認定

（教育のみ）

0歳 1～2歳

幼児期の学
校教育の利
用希望が強
い

左記以外

差引 825 ▲ 656 241 ▲ 61 ▲ 253

備考 供給過剰 供給不足※ 供給過剰 供給不足 供給不足

3～5歳
施設種別 備考

２号認定
（保育必要）

３号認定
（保育必要）

3～5歳

平成２９年度

※幼稚園が認定こども園に移行することにより利用ニーズに応えていくことが基本とされる
  （国の手引きより）。

２号認定
（保育必要）

３号認定
（保育必要）

3～5歳

定員数等
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別紙２ 

 

地域子ども・子育て支援事業のニーズ量 

 

2,664 人 2,610 人 2,556 人 2,521 人 2,485 人

41施設 (全認可保育所）（利
用希望のある入所者すべ
て）

-

　（低学年） 1,788 人 1,745 人 1,703 人 1,673 人 1,644 人
22施設（要件を満たす申込
者すべて）

-

　（高学年） 873 人 866 人 859 人 855 人 850 人 ○

2,238
人日
／年

2,191
人日
／年

2,145
人日
／年

2,114
人日
／年

2,083
人日
／年

3施設　定員12人 -

196,374
人回
／年

192,321
人回
／年

188,356
人回
／年

185,698
人回
／年

183,080
人回
／年

子育てひろばA型　8か所
　私立保育所7
　市立保育所1
子育てひろばB型　1か所
子育てひろばC型　2か所

※第二種社会福祉事業の
　みを記載

○

幼稚園における在園
児を対象 とした預か
り保育

44,277
人日
／年

43,333
人日
／年

42,409
人日
／年

41,779
人日
／年

41,159
人日
／年

-

２号認定による幼稚
園預かり保育の定期
的な利用

152,803
人日
／年

149,543
人日
／年

146,356
人日
／年

144,181
人日
／年

142,040
人日
／年

認定こども
園の2号認
定の定員と
して確保

上記以外
（一時預かり　・ファミ
リーサポートセン
ター（就学前）・トワイ
ライトステイ）

68,960
人日
／年

67,527
人日
／年

66,125
人日
／年

65,182
人日
／年

64,253
人日
／年

一時預かり
　私立保育所13か所
　市立保育所1か所
　認証保育所8か所
　保育室1か所
　子ども家庭支援センター
　1か所
　定員167人
ファミリーサポートセンター
　提供会員数410人
トワイライトステイ
　2施設　定員67人

○

合  計 266,040
人日
／年

260,403
人日
／年

254,890
人日
／年

251,142
人日
／年

247,452
人日
／年

2,603
人日
／年

2,549
人日
／年

2,495
人日
／年

2,459
人日
／年

2,424
人日
／年

2施設　定員10人 -

　（低学年） 8,080
人日
／年

7,886
人日
／年

7,697
人日
／年

7,561
人日
／年

7,428
人日
／年

　（高学年） 5,620
人日
／年

5,576
人日
／年

5,532
人日
／年

5,502
人日
／年

5,472
人日
／年

提供会員数410人 -

事業名
ニーズ量

ファミリーサポートセン
ター（小学生）

17施設（全私立幼稚園）
※長期休暇期間中実施は
　　5施設

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度

～　参考　～

現在の提供体制

ニーズ量か
ら見た提供
体制拡充の
方向性

一時預かり事業

病児保育事業等

放課後児童健全育成
事業（学童クラブ）

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

地域子育て支援拠点
事業

時間外保育事業

平成２７年度

 

 

 

 


